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｢大学開放」の基本的視点一一

白 石 克 己
（玉川大学）

は じ め に

日本では，この十数年間，生涯教育に関する研究が進み，国民の生涯教育
への要求も高まった。それには様々な原因があろう。しかし，その最大の原
因は，明治以来培われた学校教育中心の発想を転換しなければならない，と
いうわたしたちの思いにあるだろう。生涯教育という理念がユネスコから我
が国にはいってきた当初には，それがあたかも生涯にわたって学校教育が続
けられることではないか，と思われた。「学制」以来，学校教育中心の発想
で教育をみることになれた人々にとって，こうした反応は無理からぬことで
あった。しかし，今や，研究は理念の吟味のレベルから具体的な実施に向け
た方向に進んでいる。また，行政機関の対応も国民レベルから住民レベルへ
のサービスへと展開されつつある。昭和56年６月の中央教育審議会の答申，
「生涯教育について」は，この意味で今後の生涯教育への提言というだけで
なく，この十数年の生涯教育に関する国民の思いの総括とも言えよう。
こうした状況のなかで，大学などの高等教育機関は，生涯教育体系の中核
として見直されつつある。その際，叫ばれているのが，「大学開放」や「開
かれた大学」である。本稿は，この「大学開放」にかかわる観念を分析し，
現在，生涯教育という視点からどのような問題が解決されなければならない
のか，を論究するものである。大学をどのように開放すべきか，ということ
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よりも，「大学開放」とは何か，「大学開放」にかかわる問題として解決し
なければならない要素とは何か，それを分析することである。

１「大学開放」とは何か

「大学開放」とは何か-それはひとつのメタフアー（隠嚥）であり，ひ
とつのスローガンである。
「大学開放」がメタファーだというのは，「開放」という用法がドアや窓

の「開放」という用法になぞらえ，使用されているからである。ドアや窓の
「開放」という用法との類比（アナロジー）によって，「大学開放｣，はある
種の大学の状態を説明したり要求したりするとき，用いられる。すなわち，
｢大学開放」（｢開かれた大学」などの類似の表現の代表として）というのは，ドア
が開かれている状態と同じように，大学の様々な機能が社会的に開かれてい
る，更に，開いてほしい，という意味である。もちろん，大学が文字どおり
ドアのように開くわけではないという認識を前提にしている。しかし，「大
学」の「開放」と「ドア」の「開放」とには断絶があるからこそ，かえって
「大学開放」という表現は，多くの人々に従来にはなかった大学の鮮明なイ
メージを与え，大学教育に関心をもたせることができるのである。しかし，
この語がこうした喚情的機能(emotivefunction)をもっているので，「大学

開放」はドアの｢開閉｣のように安定した意味が確定しているわけではない。
「大学開放」の意味は両者の類比の観点によって，その使用者の解釈によっ
て任意に拡張しうる。ある人はたんにある大学の校地を通過できることだ，
と解釈するかもしれない。ある人は施設（教室やグラウンドなど）を地域住民
が利用できることだ，と解釈するかもしれない。更に，大学が「象牙の塔」
であることをやめ広く大衆に門戸を開くことだ，と解する人もいよう。しか
も，この門戸開放はたんに入学者の増加・女子学生の増加を意味することも
あれば，公開講座などのいわゆる「大学拡張」(universityextension)を国民
に対して積極的に推進することを意味することもある。いずれにせよ，「開
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放」の意味は多義的である。従って，「大学開放」という語で人々が指示す
る意味はあいまいでもある。
しかし，たとえ，この語が多義的であいまいであったとしても，人々はあ

る種の実践的な関心からこの語を用いつづける。すなわち，人々の関心は，
大学が今まで以上に望ましい状態になること-選ばれた人間だけでなくだ
れでもが学べる場になること-を要求することにある。この様々な教育要
求を「大学開放」という語に集約させて表現する。「大学開放」はスローガ
ンとなる。
「大学開放」はメタファーの体裁をとったスローガンということになるか

ら，「大学開放」の解釈は各人の関心・要求に応じていっそう多様である。
このことを，「大学開放」の実態をめぐる解釈を具体的にいくつか取りあ

げ検討してみよう。
例えば，「大学開放」を大学の在学者数，大学への進学率の拡大だとして

みよう。昭和55年在学者数の実数は次のとおりである。
大学（大学院を含む）……………183万5304人
短期大学．…･………・３７万1125人
高等専門学校（４．５年生）……１万7348人

総計数222万の学生が高等教育機関で学んでいることになる。しかも，高
等教育機関への進学率（３年前の中学校卒業者数に対する入学者数の比率）は55年
で37.9％である。在学者数．進学率ともこの数年は横ばい傾向にあるが，戦
後の歴史のなかで観察すれば，大学の在学者・入学者は急激に増加している

（１）
のである。天城勲は高等教育機関として，上の三種に専門学校，各種学校を
加えるならば，「高等教育機関に学ぶ者は，同年齢層のほぼ半数に近い」と

（２）
推計しているほどである。
こうした数字をみるかぎり，今日，大学を中心とする高等教育機関は，戦

前のような限られたエリートを供給する機関から脱皮し，新制大学が目指し
た門戸開放と大学の大衆化を実現した，ということができるかもしれない。
しかしながら，別の解釈も可能である。
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潮木守一の分析によれば，大学の門戸開放は，それが目指した階層格差の
是正という大義名分を実現してはいない。すなわち，戦後，大学の門戸開放
の恩恵をこうむったのは中間層であって，所得の低い家庭ではない。大学へ
の進学率が年々増加しても，低所得者層のそれはむしろ低下している。しか
も，私立大学と比べ学費のかからない国立大学でも，いわゆる「一流国立大
学」ほど低所得者層に対して門戸を閉ざしている。「一流国立大学」は，次

（３）
第に経済的に裕福な家庭の出身者で占められはじめているｏ
こうした分析に基づいて所得階層別に大学の開放度をみるならば，大学
は，先の数値が示すほど，「開放」されたとは言えないことになる。
更に先に述べた，中央教育審議会の答申「生涯教育について」では,ちが
った観点から「大学開放」が十分でないとしている。この答申では，大学等
の高等教育機関の，成人への開放が，「成人期の教育」の柱として，社会教
育や勤労者教育の充実とならんで次のように提案されている｡

「我が国においては，従来から大学，短期大学等の高等教育機関は，主
として高等学校から直接進学する者を受け入れており，成人に対する開放
は必ずしも十分ではなかった。
制度の面では，既に聴講生・研究生制度や別科・専攻科・夜間制・通信
制．昼夜開講制，大学公開講座など，かなりの方途が講じられており，ま
た，最近では，成人を受け入れる努力が一部の大学の学部や大学院でなさ
れつつある。しかし，高等教育機関全体としては，これに対する取り組み
は少なく，また，社会的にも十分利用されるには至っていない。
今後は，生涯教育の観点から高等教育の機能をより積極的に成人に対し
て開放し，実生活を経験した者が必要に応じて大学等に入学できるように

（４）
することが望まれる｡」
このように，「大学開放」がメタファーという性格をそなえたスローガン

であるかぎりで，大学やその他の高等教育機関がどれだけ「開放」されてい
るかは，関心や要求の方向によって異なるのである。
こうした状況のなかで必要とされる研究は，関心や要求の方向も多様であ
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る「大学開放」に関する議論がより建設的に行われるよう，「大学開放」の
観念を基本的に吟味しなおすことである。生涯教育の理念や施策を実現する
中核として大学を位置づけるためにも，「大学開放」にかかわり避けてとお
れない問題の要素を摘出することである。以下，この作業をしてみよう。

２大学教育の理念とその現実

「大学開放」は戦後の教育理念である，教育の機会均等の原則から導出さ
れる帰結であった。『アメリカ教育使節団報告書』（昭和21年）は高等教育に
ついて，戦前は閉鎖的で少数者の特権となっているので，今後は広く国民に
開放されるべきだ，と勧告した。しかも，正規の大学課程で学んでいない成
人にも「公開講座」によって開放されるべきだ，とした。こうして発足した
新制大学について，その後も同じような問題提起がなされてきた。昭和38年
に中央教育審議会は，「大学教育の改善についての答申」を発表し，大学は
「民主社会の発展に伴う教育民主化の要望にこたえて，広い階層の人々に高
い職業教育と市民的教養を与えるという新たな重要な任務を果たさなければ
ならない」と論じた。翌年には文部省が国公立大学長宛で「大学開放の促進
について」を通知している。
昭和46年の中央教育審議会の答申「今後における学校教育の総合的な拡充

整備のための基本的施策について」（いわゆる第三の教育改革）も，高等教育機
関に「閉鎖的な独善に陥る傾向」があるので，今後は「開かれた大学」とし
ての「制度上のくふう」が必要と勧告した。同年の社会教育審議会の答申
も「急激な社会構造の変化に対処する」には，社会教育を「国民の生活のあ
らゆる機会と場所において行われる」教育ととらえるよう提案した。この観
点から大学も青年のためだけのものという通念を打破せよ，と指摘する。こ
のような種々の提案が要因となって，第１節で示したように大学は急速に大
衆化していった。しかし，それでもなおいっそう，高等教育を成人にも開放
せよ，という勧告が昭和56年の「生涯教育について」に見られたのであっ
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た。
すなわち，「大学開放」は戦後，一貫して掲げられた理念であった，とい
うことができる。しかし，このことは別の見方をすれば，理念上は何度も掲
げられながらも，その現実にはいつも解決しなければならない問題があった
ということでもある。その現実とはどんな現実なのであろうか。
一般に大学問題はしばしば国家との緊張関係のなかで研究されることが多

い。それはおそらく近代大学の歴史が，ベルリン大学を創設したフンポルト
WilhelmvonHumboldt以来，近代国家の目的と自由な研究・教育の保障と
いう大学の理念との調整の歴史であったからであろう。我が国の場合でも，

大学が「帝国大学」として出発して以来，戦後の大学改革にいたるまで，同
じ事情があった。しかし，このために大学問題はしばしば理念上の問題とな
り，教室での教授活動と学習活動に至るまでの大学教育の現実が等閑視され
る傾向があった。経験的事実の理論的研究よりも大学教育の目的をめぐる理
念的研究が先行する傾向があった。この結果，研究者（行政官を含め）問には
大学問題をめぐる思想的対立が生まれることにもなった。この対立の原因と
なる，大学教育の現実は仮に見解の相違があっても，経験科学的研究によっ
て解消されうるから，対立にはならない。ところが，大学教育の理念に関す
る問題は，各研究の要求や思想にかかわるから，見解の相違は解消されにく
いｏ
「大学開放」の問題も思想的に対立しながらこのスローガンを主張し合う

だけに終わりがちである。すなわち，政治的な抗争や政治的な妥協によって
大学教育の現実は変わるが，研究者みずからが「大学開放」をどうするかと
いう発想も実践も少ない。
しかし，もっとちがった視点から大学の性格（特にその現実）を吟味し，
「大学開放」を研究することはできないのであろうか。対立した思想間でも
認め合わないわけにはいかない，大学の現実をまず明らかにしておく必要が
あるのではないか。戦前の大学と戦後の大学とが，教育理念のうえで，ま
た，法理念のうえで相違するからといって，いずれにも共通する大学の性格
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はないのであろうか。

私はこの大学の現実を明らかにするために，近代学校（大学もその一要素で
ある）の性格を学習という観点から分析する。

３「学校式教育」としての大学教育

近代学校の規定には，前述したような理念（目的）的規定や法的規定や，
どの社会的・歴史的条件の学校にも適用可能な一般的規定がある。しかし，
いずれも学習の視点からよりも教授の視点から規定されることが多い。学習
者は教諭（訓導）・教授(professor)に対して「児童・生徒・学生」とよば
れ，社会的な身分として分析される。また，「学習」はしばしば「教授」
(teaching)の結果と考えられることになる。しかし，これでは例えば「門前
の子僧習わぬ経を読む」という諺が示すような，自発的に学ぶ学習者や「教
授」の結果ではない「学習」が見逃される。そこで，近代学校の性格を広く
人間の学習空間のなかに位置づけて考えてみよう。
いうまでもなく，近代学校が出現する以前にも，人々は家庭生活や職業生
活をとおして，「一人前」の人間になるために様々な知識・技術・態度を学
習していた。しかし，この学習は偶発的でしかも自発的であった。藩学・私
塾や近代学校の教育に比べ，この教育は柳田民俗学が明らかにした「投げ育
て」が示すように，計画的・組織的ではなかった。これはさらに農民の「形
成」だけに限らない。職人の「形成」においても「３年で駆け出し，５年で
片腕，７年で旅立ち，１０年で一人前」とよばれるように，体験から学ぶこと
が修業であった。他人から直接，教えられるというよりも，みずから師や先
輩の「芸を盗む」ことが学習であった。イギリスの「コーヒーノ､ウス」やフ
ランスの「サロン」なども人間の生活空間であると同時に学習空間であつ
（5）
た。
近代の学校教育が普及するようになっても，自発的学習がなくなったわけ
ではない。例えば，幼児はだれでも就学前から組織的な教育を受けなくて
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も,母国語を習得できる。あたりまえの言語環境や生活空間にいれば,人間の
子どもは必ず言語を習得できる。しかも，この言語習得の過程にみられる幼
児の認識はすぐれて合理的であり創造的である。この点はチョムスキーN.
Chomskyの生成文法理論に基づく心理言語学の研究が明らかにしている点で

（６）
ある。また，最近の認知心理学は，広く人間の知識の習得をめぐって，人間
は自分なりの図式(sch6ma)に従って合理的に情報を解釈し，また情報を自

（７）
発的に受容すると報告している。就学前の子どものこのような学習に注目し
て，欧米では，現状の幼児教育や学校教育に代わる教育形態のオープン・エ
ジュケーションopeneducationとかフリースクールfreeschoolの名で模索
されているわけである。
このような近代学校以前の学習や就学前の学習を含めた学習空間一「非

定型的教育」informaleducationとか「形成」しての教育とかよばれてきた
一のなかで，現代の学校教育はどのような特色をもっているのであろう
か。一言でいえば，先の偶発的で自発的な学習空間に対して，計画的・組織
的にコントロールされる学習空間である。この特色をさらに分析すると，次
の五つの基準でコントロールされていることがわかる。
①特定の空間へ通学して学ぶ。
②特定の時間に学ぶ。
③特定の入学資格をもつ者が学ぶ。
④特定の教育内容を学ぶ。
⑤特定の有資格者から学ぶ。
例えば，義務教育期間であれば，学習は原則として次のような性格をも

一つｏ

①（私立学校を志望する者を除いて）指定された学区の小学校・中学校（そ
れぞれ盲学校・ろう学校・養護学校の小学部・中学部を含む）へ通学して学
ぶ。

②長期的には学年制の９年間を，短期的には日中の一定時間に一定のタ
イムモジュールに区切られた時間割に従って学ぶ。
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③入学者は①②の条件を満たす者であることに加え，年齢が特定である
こと。普通学校の入学は一定以上の心身の状態にある者。

④学習指導要領に規定された三領域，「各教科，道徳，特別活動」を学
ぶ。各教科は文部省検定の教科書を活用して学ぶ。
⑤教員免許状を有する教諭から学ぶ。
このような基準でコントロールされた学習空間を仮に「学校式教育」とよ

ぶことにしよう。高等学校や大学・短期大学も基本的には同じ「学校式教
育」によるのである。
近代国家が教育をこの「学校式教育」によることにして得られた歴史的意
義は大きい。近代的な社会生活に必要な知識・技術を，日常的生活から空間
的にも時間的にも切り離すことによって，確実に習得することができるよう
になったからである。また，その習得をより効果的にするための教授・学習
過程の研究が専門的に行われるようになったからである。理念的に言えば，
子ども達が労働から解放され学習の機会を得た。従ってまた，教育の機会も
拡大され国民の社会的不平等の格差是正への道が開けた。
「学校式教育」は近代国家にとっても国民にとっても効用性の高い方式で

あった。なぜなら，国家にとっては，初等教育の徹底は国民の共鳴盤を培う
ことができ，同時に国家に必要なエリート選別の供給基盤を豊かにすること
ができたからである。また，国民にとっては，初等教育は階層の上昇移動へ
の第一歩となったからである。すなわち，だれもが，その門地にかかわりな
く，中等教育や高等教育へ進めば，「末は博士か大臣か」になりうる立身出
世の機会が「学校式教育」によって与えられたのである。
学校の教育理念は，戦前と戦後で著しく変わったが，この「学校式教育」
という現実は基本的に変化していない。「大学開放」は言うまでもなく大学
教育をめぐる様々の問題も，この「学校式教育」という特色を抜きに解決で
きない。しかも，前述したような意義をもっている「学校式教育」も，今や
桂桔となっている事実が生じはじめているのである。これを大学教育につい
てみてみよう。
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第一基準，空間の限定は，通学できない者にとって入学の機会が小さくな
る。居住地が大学から遠い者は入学をあきらめるか，居住地を大学の近くに
移動しなければならない。勤労者や主婦のような成人が仮に大学へ入学して
も，転勤によって退学や休学を強いられることになる。しかも，現状では別
の大学に転学することはむずかしい。また，身体的なハンディキャップのあ
る者も入学が困難である。もちろん，通学がむずかしい大学志願者には，通
信媒体による学習の機会が大学通信教育制度によって，与えられてはいる。
しかし，卒業までに長期にわたるスクーリング(面接授業)が必修として課さ
れている。また，空間の限定は学習内容にも影響する。大学というキャンパ
スで教えることができる内容は，直接経験よりも経験を抽象した言語によっ
て伝えられるものに限られる。このため，教授活動は生活から遊離した言語
主義verbalismに陥る危険性をはらむ。
この結果，大学が学習者へ出向くという発想や，教育の場をキャンパス以

外に拡張するという発想が閉ざされることになる。
第二の時間の限定にも二つの側面で問題がある。ひとつは長期的な時間に

関し，もうひとつは短期的な時間にかかわる。
長期的な問題というのは，大学教育は学習者の生涯のうちで,20歳前後の
四年間という特定期間に集中していることである。１８歳未満の者は学力や学
習要求が高かったとしても入学できないし，青年期を終えた成人の入学も現
実はほとんど不可能である。また，この４年間には４学年の階梯があり，学
習者はこれを一年ごとに登っていくことになる。もちろん，大学は単位制で
はあるが，実際には学年制に近い制度ができ，学生は学年によってどの単位
を修得できるかが限定されている。このため，学年制を越えた学生間の交流
も教室ではむずかしい。単位の認定は学習内容の成果によってのみ決定され
るのではなく，一定以上の出席時間数をも確保していなければならない。
短期的な問題というのは，学習は昼間のそれが正規とされ，夜間のそれが
変則とされる点である。夜間部（二部）は時に社会的差別を受けることさえ
ある。一般に，今日の学校は小学校から大学までほとんど「定時制」である
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にもかかわらず，「定時制」が特定の高校教育だけを指示する語となってい
るのも奇妙であるo１日の学習時間は昼間も夜間も,９0分前後のタイムモジ
ュールで区切られ，１週間の時間割があらかじめ決定されている。昼間の場
合，１日ほぼ４科目，１週間にほぼ20科目を１年間ほぼ30週平行して学ぶこ
とになる。学習者の心身の状態や関心にかかわりなく，このスケジュールは
進む。集中講義はむしろ変則である。
高校段階までで指摘されている「見切り発車」や「落ちこぼれ」は，限定
した時間内に学ぶという原則が生み出さざるを得ない問題である。現状のま
まなら，大学でも遅からずこうした問題が生ずる。
第三の問題は入学者が限定されることである。これまで述べてきた特定の

空間や特定の時間も入学資格者を限定することになるが，更に，一定以上の
学力を有することが主要な入学条件となる。もちろん，学費の支払い能力も
かかわる。学力が一定以上で，いわば「つぷがそろって」いなければ，大学
での多人数教育はむずかしいだろう。また，経費のかかる大学教育を受ける
以上，相当の受益者負担が求められるのは当然だろう。しかし，こうした入
学資格のために，大学教育を受けたい人が締め出されることにもなる。しか
も，学費のかかる私学と相対的に低い国公立とのアンバランスがみられる。
私学への国庫助成が年々増加しているとはいえ，国公立との格差が著しいと
いう問題もある。入学者のこのような限定は，高等教育の開放を困難にして
いるのである。
第四に，教育内容の問題である。大学はこの点で高校以下の学校のように
「学習指導要領」も特定の「検定教科書」もない。「学問の自由」により教
授の自由も確保されている。しかし，大学設置基準等の制約はある。特に私
学が独自のカリキュラムを組もうとする際の制約はある。
しかし，教育内容で特に問題なのは，制度上の問題よりも「教授の自由」

が各教授者の良心に委ねられているがゆえに，時に学習者の学習要求と対立
する点である。大衆化した大学で学習者の多くは，専門的な学問領域を研究
することよりも，この研究をとおして自分の関心を発見したり高めたりした
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いと考えている。いわば，学問を学ぶというより学問で学ぶという意識をも
つ。従って，専門的な知識・技術の伝達には関心が低い。こうした教授内容
は，大学の外の市民にとっても関心が低い。彼らが大学の教授内容に求める
ものは，生活空間のなかで生じた様々な問題を解決する能力を高めることで
ある。このことは，大学教育だけでなく，大学における研究の性格とその公
開についても見直すことを迫ることになる。いずれにせよ，「大学開放」に
は大学の教育や研究が国民に提供しうる情報は何であるべきか，という問題
の解決が必要になってくる。
第五は教授者の問題である。この点でも大学は高校以下の学校よりも柔軟

性がある。教員免許状のような資格は必要ではない。研究業績が教授会で認
められれば教授者としての資格が与えられることになる。しかし，今日の大
学教師には研究者としての資質だけでなく，学生の要求に応えうる教育者・
教授者としての資質，大学の管理運営に参画しうる資質などが要請されてい
る。学外でも社会教育の学級や講座の指導が期待されている。このような多
面的な役割を果たすには，従来の研究業績中心の限定された資格だけでは不
十分になっている，といわなければなるまい。
以上の五点は便宜上，「学校式教育」の五つの基準に則して指摘したもの

である。いうまでもなく，五点はそれぞれ複雑にからみ合っている。
大学教育に「学校式教育」としてこのような問題がある以上，「大学開放」
もこうした大学教育の現実に照して行っていかなければならないことにな
る。

４「大学開放」のパラドックス

これまでの近代学校が「学校式教育」であるということは，近代学校は原
理的に「閉鎖制」であった，ということである。あらゆる学習空間から意図
的に隔離された特殊な学習空間だからこそ，近代学校は国家目的を遂行し，
国民の学習要求にもそれなりに応えることができた。日本の近代化を効率的
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に推進することができた。近年，教育制度が国際的に評価されている一因
も，我が国が戦前も戦後も一貫してこの「学校式教育」を維持して高い教育
水準を保ってきたからであろう。学習の場所の固定，学習の期間・時間の限
定，学習者の均等化，学習内容の画一化，教師の標準化-この五つの基準
は，ある教育目的を達成するには，非常に能率的なシステムであった。大学
は高い水準のエリートを生産し，このエリートを国家に供給することができ
た。
ところが，「大学開放」というのは，閉鎖的な「学校式教育」の基盤とも

いえる，先の五つの基準を開放化していく，ということだと考えられる。キ
● ● ● ●

ヤンパスをだれでもが共有できる空間にする。大学を青年期の学習者だけの
● ● ● ●

ものにしない，学期や時間割の運用を柔軟にする，つまり，いつでも学べる
● ● ● ●

ようにする。学力や経済的能力の差にかかわらず，だれでも学べるようにす
る。学習内容をひとりひとりの学習要求に対応しうるものに整える，つま

● ● ● ●

り，なんでも教えることができるようにする。象牙の塔しか知らない学者肌
の教師からだけでなく，だれからでも学びうるようにする。すなわち，「大
学開放」は，論理的には能率的ではあるが閉鎖的なシステムを打破する，換
言すれば，「大学開放」から「開放制大学」を志向するということなのであ
る。
従って，「大学開放」を多くの人々が希求しているのが事実だとしても，
また，法理念上も奨励されているとしても，今日の「学校式教育としての大
学教育」というシステムのなかで実現するのは，パラドックスを含む，とい
わざるをえない。人々はこのパラドックスを自覚しないままに，一方で「学
校式教育としての大学教育」を擁護しつつ他方で「大学開放」を主張する。
しかし，その両立が事実上，むずかしいので，先の五つの基準を多少，手直
しはする。例えば，青年ではない，主婦やサラリーマンにもある程度門戸を

（８）
開く。公開講座も少しは行う。施設も開放する。しかし，このような「大学
開放」は必ずしも「開放制大学」を志向するわけではないから，パラドック
スそのものを解くことはできない。
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ところで，このパラドックスを解くべく，理念のうえでも，制度のうえで
も，教育方法のうえでも，財政のうえでも苦闘してきた戦後の制度がある。
それは大学通信教育である。
大学通信教育は戦後の民主化の理念に則して，戦前には高等教育から閉ざ
された人々にも，大学教育を開放するという目的で生まれた。昭和22年に大
学基準協会によって決定された，「大学通信教育基準」は次のように調う。
「 第 １ 趣 旨
１大学の通信教育は，教育民主化の精神に則り，通信等の方法によっ
て，大学教育を広く開放するものである。
２この基準に定められた通信教育は，学校教育法により，通学課程と並
んで正規の課程として行われるものである｡」

大学通信教育は「学校式教育」の五つの基準からも比較的自由である。
「開放制大学」になりうる独自性をそなえている。

第一に，教育は郵便・放送等の通信を中心とするから，原理上，特定の空
間への通学を前提にしない｡(もっとも，後に問題にするようにスクーリングが課
されている)｡大学へ通学して学習するのではなく，大学が学習者へ出向く方
式である。教育内容は通信媒体によるから，一人の教師が同一の情報を伝達
できる対象は，通学方式では教室内の学生に限られるのに対して，通信方式
ではかなり多くの人々である。つまり，通学方式よりもかなり多くの人々が
学べる。しかも’ひとりの学生が獲得しうる情報も，その受容能力は別にし
て，多様で大量であり選択のふり幅も広い。また，通学から自由であるか
ら，学習者は学習の場所を選ぶことができる。通学方式では，自分の学習目
的からすれば短時間に片づけることができることでも，教室への出席が強要
される。
第二の時間についても，日々の時間割学期，修業年限などの拘束から相

対的に自由で，通信課程の学生は自由裁量で学習の時間を決定できる。通学
課程の学生はある単元の学習をしばしば獅而のペースに従って行わないわけ
にはいかないけれども，通信生は各人の学習ペースでよい。言い換えれば，
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単元の時間的配分は各人の能力や関心によって決めればよい。
第三の基準，入学者についていえば，形式的には通学課程と変わらない。
しかし，いわゆる入学試験がなく，また学費も比較的安いため，大学への入
学は容易である。事実，周知のとおり，青年以外に，様々の境遇の人が大学
通信教育で学んでいる。老若男女，職業も多種多様，職業をもたぬ人もい
る，社会的地位も異なる，学習の動機も違う。この特色は戦後の高等教育の
理念にふさわしいものであろう。伝統的な大学から締め出されてきた，時間
や経済力に恵まれない人々が在学しているのである。
第四の教育内容は先の「大学通信教育基準」に「通学課程と並んで正規の

課程として行なわれる」とあるとおり，基本的に同じである。しかし，教育
方法のちがいのために現実には教育内容が通学課程ほど豊富とはいえない。
第五の教師についていえば，有資格の教員から学ぶ点では，通学課程と同
じではある。しかし，いろいろの面では通学課程とは格差がある。第一にほ
とんどの大学では通信教育課程の専任の教員がいない。通信教育課程は母体
となる通学方式の大学・学部・学科に併設されることになっているので，通

（９）
学課程の教員が兼任している。第二に，従って，この教員との接触も著しく
少ない。いわば，テキストを師として自分自身で自己指導をしなければなら
ない。もっとも，職員は通学課程よりも多く，学生との接触も豊かである。
この職員が果たす役割は日常的に高く，「学校式教育」の第五基準（教師か
ら学ぶ）において独特である。
つまり，第一・第二・第三の基準においては，通信課程は通学課程より開

放されている。しかし，第四・第五の基準においては現状では問題がある。
また，もともと教育方法，学習方法のちがいからくる通信教育の弱点もあ
る。学習の空間や時間が自由であるということは，見方を変えれば，学習の
放棄も自由である，ということである。高校段階までに他律的に学習するこ
とに慣れたほとんどの通信生が，急に，自律的な学習をすることは困難であ
る，また，この困難な学習を援助する条件も貧しい。
貧しい条件のひとつは，通信学習の生命ともいうべき学習媒体の問題であ
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る。今日の大学通信教育のテキストは，ほとんどが通学課程のテキストと変
わらない。つまり，自学自習できる教材となっていない。そのうえ，添削指
導も通学課程を中心とせざるをえない教員の「片手間」になりがちである。
通信生にふさわしい教育方法の研究もほとんどないのが実情である。
もうひとつの貧しい条件は財政である。発足当初から，大学通信教育はた

だでさえ財政基盤の弱い私学だけが実施し，国公立は実施していない。私学
への国庫補助が法的に確立したのは昭和50年のことである。もし仮に通信教
育にふさわしい教育方法の研究が開発されたとしても，今日のような受益者
負担中心では学習環境の改善も困難である。
「大学開放」のパラドックスは，大学通信教育によって解決しうる可能性

があるが，現状ではまだ困難な問題をかかえているわけである。大学通信教
育の当事者でもある村井実は次のように断じている。

「こうした考え方の結果として，「大学通信教育」というものは，事実
上，その「開放」の理念を安全にゆがめられないではいないことになりま
す。せっかくの「開放」の理念が，結局は閉鎖制体制の中での吝畜な「半
開き｣，あるいは大学教育の「水割り」の制度にしかすぎないことになり

⑩
ます｡」

５「通学の思想」からの解放

ところで，「大学開放」を実現しようとする制度として「放送大学」（仮
称）が開校されることになっている。これは「高等教育の機会を広く国民に

⑪
開放する使命をもった正規の大学」である。「生涯教育の中核的高等教育機

⑫
関としての新しい教育システム」とも説明されている。調査・研究に十年以
上もかけた国家的事業であるから，大学通信教育の貧しい条件が解消される
可能性がある。教育方法・教育内容については，多くの大学から優秀な研究
者を集め，吟味されている。放送を中心とする学習媒体の研究もその特性を
生かすべく進展している。各地に学習センターを設立する計画もある。財政
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についても，個々の私学には比較にならないほどの豊かさである。従って，
前節で指摘したような大学通信教育の難問も解決できるかもしれない。
しかし，放送大学が掲げる「正規の大学」はかえって，大学教育を広く国

民に開放することを妨げる危険性がある。これは戦後30年間続けられた大学
通信教育の，重い教訓である。
大学通信教育はもともと通学が困難な人々に開かれたのに，「正規の大学」
であることを理由に，通学課程と同じ修学基準を適用されている。具体的に
はスクーリング（面接授業）が課せられているという点である。「大学通信
教育基準」では「面接授業は，通学課程の通算一年分以上に相当することを
要する」とある。これは夏のスクーリングなら３～６週間のスクーリングに
４年間出席するということである。ひと夏のスクーリングは１年分の有給休
暇では足りないのである。事実，夏期スクーリングに出席できる学生の職業
は，有給休暇のとりやすい教員や公務員に集中する。在学者総数からいえ

⑬
ば，会社員も多いのに，である。夜間スクーリング，通年スクーリングもあ
るが，これに出席できる学生は通学可能な範囲に居住するものか職場がある
ものに限られることになる。恵まれた環境の者にスクーリング出席が可能
で，従って，卒業もこうした学生に限られる危険性がある。因みに昭和49年

⑭
度の卒業率は，大学で12.4％，短期大学で50.7％だとする推定がある。
ところが，放送大学においても，スクーリングは放送視聴による履習，印

刷教材による履習とならび，全体の約３分の１程度とされている。これは先
に示したような今日の，大学通信教育の実態を改善するものとはいいがた
い。印刷教材による学習が減り，その代わり放送視聴による学習が増加した
ということである。スクーリングに代わる学習形態の工夫が明示されていな
いのである。
しかし，残念なことにこの点への配慮を欠いた議論が放送大学に批判的な

人々にもみられる。通学方式の教育に慣れ親しんできた人々には，スクーリ
ングが少ないことが問題とされ，スクーリングに代る発想が提案されていな
い。国会では次のような発言がなされている。
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「私は，放送大学の成功，不成功というのはやはり何と言ってもこのス
クーリングがよく行われるということにかかっているんじゃないかと考え
ておりますo(中略)従来の通信教育の場合は30単位のスクーリングが必要
となっておりますが，放送大学ではそのうち10単位は放送視聴をもってか

⑮
えるというふうになっているが，これは私は疑問だと思う。
こういう放送大学をつくっていきたいということを提案をしながら，具

体的にそのかなめとも言うべき，多くの方がスクーリングが大事だと触れ
られておる，そこを担っていく中心になる学習センター，これが果たして
でき得るのか，必要な教員が集まるのかというここの仕事は法案成立後発
足をする学園がやることですと，文部省はあずかり知りませんと，こんな
無責任な形がいまもなおこの法案の説明を固執をしておるというやり方と

⑱いうのは私はもう許せないと思うんです｡」
確かに学生と教師との人間的接触の機会をふやすには，スクーリングをふ
やすことが必要だろう。しかしながら，スクーリングをふやせば，様々な境
遇の人々を大学に迎えることは困難だろう。スクーリング重視はこうしたデ
ィレンマを含むのである。このディレンマを解くには有給教育休暇などの制
度が社会的に認められることも必要だろう。しかし，それには時間がかか
る。しかもそれが確立したとしても，通学の困難な人はいつでもいることに
なろう。従って，ディレンマの解決は，むしろ，今日の状況では，スクーリ
ングを減らし，しかもこれに代わる教育方法（内容を含む）の開発が必要だろ
う。これは戦後30年間，私学だけで続けてきた大学通信教育の教訓である。
もし，「大学開放」がいわゆる「大学拡張」にとどまらず，「開放制大学Ｊ
を志向するとするならば，まず，こうした教育方法の研究が第一歩となるべ
きである。イギリスの公開大学はもともと放送大学UniversityoftheAirと
構想されながら，やがて公開大学OpenUniversityとよばれるようになっ
た。また，この名にふさわしい教育方法の開発のために豊かな金や時間や知

⑰
恵が払われた。郵便や放送を学習媒体にする以上，まず教育方法の改善が必

⑱
要である。この改善とともに教師と学生との交流の改善が研究されるべきな
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のであるｏ
おそらく，そのためには，教育の発想を「通学の思想」から自由になっ

て，「開放制大学」のための様々な手段が講じられるべきだろう。

お わ り に

本稿では，「学校式教育」としての大学のシステムや「大学開放」化の教
育の方法を問題にしてきた。しかし，最後に結んだように，こうした問題を
論究するためには教育の発想を「学校式教育」とは異なる「開放制」にまで
広め，この理念から大学教育の意味を是正することが必要だろう。こうした
理念なしに「大学開放」を主張しても基本的な解決はむずかしいだろう。第
２節で理念によりも現実の分析を強調したが，そこで問題にした理念には
「開放制」という発想がみられない，という問題でもあったのである。
幸い，「開放制」への兆候は「学校式教育」の外で始まっている。ビデ
オ・カセットをはじめとする多種多様な学習媒体の出現，カルチャー・セン
ターなどの「学校らしくない学校」の出現，新しい社会教育施設の出現，な
ど。こうした環境のもとで，教育を「開放制」として構想していくことがで
きるとするならば，従来からの，開放制の学校の存在理由もより明確になる
であろう。また，「学校式教育」の特色も「開放制」のなかで生かされるだ

⑲
ろう。生涯教育も「開放制」教育と考えていくべきだろう。

〔注〕
(1)以上の数字はすべて，文部省『我が国の教育水準（昭和55年度)』，大蔵省印刷
局，昭和56年，による。

(2)天城勲編『新しい大学観の創造』，サイマル出版会，昭和53年，５ページ。
(3)潮木守一『学歴社会の転換』，東京大学出版会，昭和53年，８５～111ページｏ
(4)文部省『生涯教育く中央教育審議会答申＞』，大蔵省印刷局，昭和56年，３４～
３５ページ。

(5)コーヒーハウスについてはＲ、Ｊ・ミッチェルM.D.R.リーズ（松村赴訳）
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ゑすず書房，昭和46年。サロンについては，菊盛英夫『文芸サロン』，昭和54年，
中公新書。

(6)例えば,D.マクニール（佐藤方哉・松島恵子・神尾昭雄訳）『ことばの獲得
一発達心理言語学入門一』，大修館書店，昭和47年。

(7)例えば,U.ナイサー（古崎敬．村瀬受訳）『認知の構図一人間は現実をど
のようにとらえるか』，サイエンス社，昭和53年。

(8)前掲書，文部省『生涯教育』によれば，昭和54年度の大学公開講座数は，国立
で70,公立では12,私立では119である。

(9)なお，学校教育法は高等学校については通信制の承の課程を認め，大学につい
ても夜間部は独立の学部をもつことができる，としている。この点で大学通信教
育の組織は制度的に異なるわけである。

⑩村井実『教育の再興』，昭和50年，講談社，317ページ･
伽文部省大学局『放送大学の基準計画に関する報告』，昭和50年，９ページ。
⑫文部省大学局『放送大学について』，昭和56年，２ページｏ
⑬私立大学通信教育協会「開放制教育研究委員会報告」第１号，昭和54年，３１～
３２ページｏ

⑭私立大学通信教育協会編『開かれた大学』，昭和52年，５２ページ。
⑮「第94回国会参議院文教委員会会議録」第７号，昭和56年４月14日，１６ペー
ジ◎

⑯同上，２２ページｏ
⑰欧米の「教授・学習システム」については，松本憲「生涯教育と高等教育開放
の方向」（日本生涯教育学会編『生涯教育の展開』，昭和55年，ぎようせい所
収論文）が詳しい。

⑱玉川大学では教育方法の専門家の指導のもとに自学自習が可能な新しい通信教
育用テキストを開発しつつある。島田四郎・沼野一男監修，白石克己・俵木浩太
郎著『教育哲学』，昭和56年，玉川大学通信教育部がある。

⑲この点で村井実氏の「開放制体制」の主張が注目されるべきであるｏ前掲書，
村井実。また，村井実『教育思想一教育の歴史を作った人々』（ラジオ大学講
座)，旺文社，昭和56年。


